様式１
平成　　年　　月　　日
公益財団法人　福井県建設技術公社
　理　事　長　　○○　○○　様
申請者
住　所： 
団体名：
代表者：
共催名義使用許可申請書
下記の研修について共催名義を使用したいので、承認くださるよう申請します。
１．研修について
	(１)研修名称
	

	(２)開催日時
	平成　　年　　月　　日　　　時　　分から
平成　　年　　月　　日　　　時　　分まで

	(３)研修会場(住所)
	

	(４)研修の趣旨・内容
	

	(５)受講対象者
	　一般県民　　　　コンサルタント　　　　建設業者
　県・市町機関
(２以上の対象が必要。ただし、一般県民のみを対象とする場合を除く。)

	(６)受講予定人数
	　　　　　人

	(７)参加費の有無
	有・無（有の場合は金額：　　　　　　　円）

	(８)他機関への共催等の申請
	有・無（有の場合は申請団体名：　　　　　　　）

	(９)補助金交付申請の有無
	有・無

	(10)CPD、CPDSの有無
	有・無（有の場合は建設系CPD協議会加盟団体名：　　　　　　　）


２．連絡先について
	(１)担当者
	

	(２)電話番号
	（　　　　）　　－　　　　

	(３)ＦＡＸ
	（　　　　）　　－　　　　

	(４)メールアドレス
	


様式１
平成　　年　　月　　日
公益財団法人　福井県建設技術公社
　理　事　長　　○○　○○　様
申請者
住　所： 
団体名：
代表者：
後援名義使用許可申請書
下記の研修について後援名義を使用したいので、承認くださるよう申請します。
１．研修について
	(１)研修名称
	

	(２)開催日時
	平成　　年　　月　　日　　　時　　分から
平成　　年　　月　　日　　　時　　分まで

	(３)研修会場(住所)
	

	(４)研修の趣旨・内容
	

	(５)受講対象者
	　一般県民　　　　コンサルタント　　　　建設業者
　県・市町機関
(２以上の対象が必要。ただし、一般県民のみを対象とする場合を除く。)

	(６)受講予定人数
	　　　　　人

	(７)参加費の有無
	有・無（有の場合は金額：　　　　　　　円）

	(８)他機関への共催等の申請
	有・無（有の場合は申請団体名：　　　　　　　）

	(９)CPD、CPDSの有無
	有・無（有の場合は建設系CPD協議会加盟団体名：　　　　　　　）


２．連絡先について
	(１)担当者
	

	(２)電話番号
	（　　　　）　　－　　　　

	(３)ＦＡＸ
	（　　　　）　　－　　　　

	(４)メールアドレス
	


様式２
福建公第　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
申請者
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　様
公益財団法人　福井県建設技術公社
理　事　長　　○○　○○　　　　　　　
共催(後援)名義の使用について(通知)
平成　　年　　月　　日に申請をいただいた下記の研修については、次のとおり承認(不承認)としましたので通知します。
記
１．研修名：
２．開催期間：平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで
(承認の場合)
３．承認の条件：
(不承認の場合)
３．不承認の理由：
様式３
平成　　年　　月　　日
公益財団法人　福井県建設技術公社
理　事　長　　○○　○○　様
申請者
住　所：
団体名：
代表者：
研修支援申請書
下記の研修について支援をお願いしたいので、承認くださるよう申請します。
１．研修について
	項目
	種別
	選択欄

	(１)研修名称
	共通
	

	(２)広報(※１)
	共通
	□公社ホームページでの研修周知、公社メールマガジン購読者への　

　広報
　→　□ 土木技術者向け　□ 建築技術者向け　□ 土木・建築共通
□メールによる民間主要団体への研修周知
□メールによる発注機関職員への研修周知
□発注機関でのポスター等の掲示(※２)
□その他研修広報に必要な資料の貸与等(資料名：　　　　　　　)

	(３)機器の貸与(※３)
	共通
	□パソコン　　　□プロジェクター　　　□スクリーン
□レーザーポインター　　　□拡声器　　　　

	(４)参加申請受付
(※４)
	共催
	□要　　主催者　：　参加申請受付人数(　　　)人
　　　　公社　　：　参加申請受付人数(　　　)人
□不要

	(５)会場設営(※５)
	共催
	□要　　□不要

	(６)会場受付(※６)
	共催
	□要　　□不要

	(７)補助金の交付(※７)
	共催
	□要　　□不要


※１：民間主要団体等への案内依頼文は、作成者に依らず主催者と公社の連名で作成することとします。
　　　メールマガジンおよびホームページに、土木向け・建築向け・共通が表記されますので、広報を希望される方は、必ず選択してください。
※２：発注機関の掲示板等への掲示や案内の窓口配置を希望する場合は必要部数を公社へ郵送してください。
※３：機器は公社での受け渡し、返却となります。前日からの貸与を希望される場合は、事前にご相談ください。また、機器の貸与時は、不測の事態に備えるため事前に機器の動作確認を十分行ってください。
※４：参加申込の取りまとめが必要な場合は、主催者と公社で最大何人まで取りまとめるかを記入してください。
※５、６：原則として主催者側で実施してください。ただし、主催団体の状況により協議のうえ、支援可能です。
例１　大学教授等の個人が事務局として活動し、組織だった活動が困難な場合
例２　県外団体等で、県内での十分な準備活動が困難な場合
※７：補助金の交付を申請する場合は、様式４も記入のうえ、併せて提出してください。要となっていても期限内に様式４が提出されない場合は、補助金の交付を受けることはできません。
様式４
事業予算内訳書
	項目
	金額(千円)
	内容

	収入
	参加者負担金
	千円
	

	
	主催者負担金
	千円
	

	
	その他
	千円
	

	
	公社補助金
(補助申請額)(※１)
	千円
	

	
	収入合計額
	千円
	

	支出
	準備費
	
	千円
	

	
	
	
	千円
	

	
	
	
	千円
	

	
	
	
	千円
	

	
	実施費
	
	千円
	

	
	
	
	千円
	

	
	
	
	千円
	

	
	
	
	千円
	

	
	支出合計額
	千円
	

	収入合計額－支出合計額
	０円(※２)
	


※１　補助率は共催研修補助の経費対象として認めた費用の３分の１以内とします。また補助金の限度額は同一年度内の合計２０万円までとします。
※２　余剰金が発生しない範囲で補助申請してください。
補助金の対象経費
	対象経費
	細別
	内容例

	準備費
	広告料
	新聞紙面での広告、テレビでの広告、ポスター等のデザイン料　等

	
	印刷製本費
	ポスター・チラシの印刷費　等

	
	通信運搬費
	インターネット料金、プロバイダ料金、切手、はがき、その他運搬費用　等

	
	手数料
	CPD申請費　等

	
	保険料
	傷害保険　等

	実施費
	講師謝礼
	講師の謝礼　等

	
	講師旅費
	講師の旅費　等

	
	使用料および賃借料
	会場借り上げ費、講師控え室借り上げ費
現場送迎用バス　等

	
	食料費
	お茶(200円程度/人。ただし、建設事業の普及啓発を目的とし、児童等を主対象とする研修(現場見学会等)に限って、昼食代(対象経費上限：1,000円／人)を補助することが可能。)


様式５
福建公第　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
申請者
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　様
公益財団法人　福井県建設技術公社
理　事　長　　○○　○○
研修の支援について(通知)
平成　　年　　月　　日に申請をいただいた下記の研修の支援について、次のとおり決定しましたので通知します。
記
１．研修名：
２．開催期間：平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで
３．支援内容：
４．研修に要する経費および補助金の額(補助金の交付申請を受けた場合のみ)
研修に要する経費　　　　　　　円
（内補助対象基本額　　　　　円）
補助金の額　　　　　　　　　　円
様式６－１
平成　　年　　月　　日
公益財団法人　福井県建設技術公社
理　事　長　　○○　○○　様
申請者
住　所：
団体名：
代表者：
研修完了報告書
共催(後援)の承認を受けた下記の研修が完了しましたので報告します。
記
１．研修名：
２．開催期間：平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで
３．関係提出書類
(１)研修の次第および配布資料
(２)参加者リスト
(３)アンケート結果
(４)研修状況写真(様式６－２)
(５)研修収支報告書(様式６－３：補助金の交付を受けた場合のみ)
(６)領収書の写し　１式(補助金の交付を受けた場合のみ)
４．共催研修の補助金交付決定額および精算額(補助金の交付を受けた場合のみ)
事　前　決　定　交　付　額：　　　　　　　　円
最　終　確　定　交　付　額：　　　　　　　　円
様式６－２
研修実施状況写真
	
	

	写真名：
	写真名：

	
	

	写真名：
	写真名：

	
	

	写真名：
	写真名：


様式６－３
研修収支報告書
	項目
	金額（円）
	内容

	収入
	参加者負担金
	円
	

	
	主催者負担金
	円
	

	
	その他
	円
	

	
	公社補助金
（補助申請額）（※１）
	円
	

	
	収入合計額
	円
	

	支出
	準備費
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	実施費
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	
	円
	

	
	
	支出合計額
	円
	

	収入合計額－支出合計額
	０円
	


支出にかかる領収書(写)は別添のとおり。
上記のとおり相違ないことを証明します。
平成　　年　　月　　日
住　所　　
団体名　　　　　　
代表名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式７
福建公第　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
申請者
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　様
公益財団法人　福井県建設技術公社
理　事　長　　○○　○○
研修補助金交付額の確定(通知)
平成　　年　　月　　日に補助金の交付を決定した下記の研修について、次のとおり交付額が確定しましたので通知します。
記
１．研修名：
２．事前決定交付額：　　　　　　　　　　　　　円
　　最終確定交付額：　　　　　　　　　　　　　円
様式８
平成　　年　　月　　日
公益財団法人　福井県建設技術公社
理　事　長　　○○　○○　様
申請者
住　所：
団体名：
代表者：
研修補助金交付請求書
補助金交付額の確定通知に基づき、下記の研修の補助金○○○○円の交付を請求いたします。
記
１．研修名：
２．振込先
銀 行 名：　　　　銀行
支 店 名：　　　　支店
預金種類：　　　預金
口座番号：
口座名義：
印





印





印





印





参加費が必要な研修であり、主催者会員と非会員の参加費に差額がある場合は、


その差額分は補助の対象としない。（補助金交付要綱　第5条の3　より）


〇補助金申請額の算出式


研修費用－収入－参加費の差額


〇補助金額算出例


研修費用　30,000円、参加者15名（内訳：主催者会員10名、非会員5名）


非会員参加費　1,000円/人 、主催者会員参加費　無料


である場合


収入　　　非会員参加費　　1,000円×  5人＝  5,000円


参加費の差額分　1,000円× 10人＝ 10,000円


補助金は研修費用から収入と参加費の差額分を引いた額の1/3とするため


公社補助金申請額は


30,000円（研修費用）－5,000円（収入）－10,000円（差額）＝15,000円


15,000円÷ 3 ＝　5,000円（千円単位で丸める）となる。











印





印





参加費が必要な研修であり、主催者会員と非会員の参加費に差額がある場合は、


その差額分は補助の対象としない。（補助金交付要綱　第5条の3　より）


〇補助金申請額の算出式


研修費用－収入－参加費の差額


〇補助金額算出例


研修費用　30,000円、参加者15名（内訳：主催者会員10名、非会員5名）


非会員参加費　1,000円/人 、主催者会員参加費　無料


である場合


収入　　　非会員参加費　　1,000円×  5人＝  5,000円


参加費の差額分　1,000円× 10人＝ 15,000円


補助金は研修費用から収入と参加費の差額分を引いた額の1/3とするため


公社補助金申請額は


30,000円（研修費用）－5,000円（収入）－15,000円（差額）＝10,000円


10,000円÷ 3 ≒　3,000円（千円単位で丸める）となる。











印





印








